
（単位：百万円）

金 額 金 額

32,670         4,887,317      

277            　 27,950         

32,393         4,814,646      

181,000        44,720         

41,906         95             

4,138,558      215,470        

2,067,291      53,610         

47,714         125,000        

788,290        53             

249,233        4,696          

914,609        7,711          

71,417         71             

620,988        336            

68,813         17,913         

552,175        2,992          

417,790        2,472          

240,255        237            

170,985        373            

2,484          39,096         

1,462          34,530         

2,602          18,569         

30,744         17             

13,468         

17,275         5,195,098      

32             

38,299          126,000        

7,120          120,000        

2,648          281            

17,539         64,368         

3,467          219            

6,742          64,149         

257            基 金 償 却 準 備 金 35,500         

523            社員配当平衡積立金 10,485         

22,744         当 期 未 処 分 剰 余 金 18,163         

17             310,650        

△ 578  62,953         

△ 44,527  

18,426         

329,077        

5,524,175      5,524,175      

現 金 お よ び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

平成27年度　　(平成28年3月31日現在）　　貸借対照表

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 支 払 備 金

預 貯 金 責 任 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン 社 員 配 当 準 備 金

買 入 金 銭 債 権 再 保 険 借

有 価 証 券 そ の 他 負 債

国 債 債券貸借取引受入担保金

地 方 債 借 入 金

社 債 未 払 法 人 税 等

株 式 未 払 金

外 国 証 券 未 払 費 用

そ の 他 の 証 券 前 受 収 益

貸 付 金 預 り 金

保 険 約 款 貸 付 預 り 保 証 金

一 般 貸 付 金 融 派 生 商 品

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務

土 地 資 産 除 去 債 務

建 物 仮 受 金

リ ー ス 資 産 退 職 給 付 引 当 金

建 設 仮 勘 定 価 格 変 動 準 備 金

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 再評価に係る繰延税金負債

無 形 固 定 資 産 支 払 承 諾

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 負債の部合計

再 保 険 貸 （ 純 資 産 の 部 ）

そ の 他 資 産 基 金

未 収 金 基 金 償 却 積 立 金

前 払 費 用 再 評 価 積 立 金

未 収 収 益 剰 余 金

預 託 金 損 失 塡 補 準 備 金

金 融 派 生 商 品 そ の 他 剰 余 金

資 産 の 部 合 計 負債および純資産の部合計

仮 払 金

そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返 基 金 等 合 計

貸 倒 引 当 金 その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部合計

1
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有価証券（現金および預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含

む）の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平

均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）にもとづく責任

準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式

および関連会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業

法施行令第１３条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたも

のおよび同法施行令第１３条の５の２第４項に規定する関連法人等が発行する

株式をいう）については原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについ

ては３月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動型上場投資信託、外

国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ

分を除く）は３月中の市場価格等の平均）にもとづく時価法（売却原価の算定

は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては

取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移

動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均

法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額について

は、全部純資産直入法により処理しております。 

 

個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により

設定）に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを

図る目的で保有するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に

関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第２１号）にもとづき、責任準備金対応債券に区分しております。 

責任準備金対応債券の当期末における貸借対照表価額は、 

２，２３６，４３９百万円、時価は、２，６７５，３１７百万円であります。 

 

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

 

４． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５． 

 

 

 

 

 

 

 

 

６． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）にもとづ

き、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 

再評価を行った年月日              平成１３年３月３１日 

 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）

第２条第１号に定める地価公示法の規定により公示された価格に奥行補正等の

合理的な調整を行って算定または同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士

による鑑定評価に時点修正を行って算定。 

 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当年度末における時価の

合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

１４，９１７百万円 

 

有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 

 

・リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

なお、その他有価証券のうち時価のある外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッ

ジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は、３月中の平均為替相場に

より円換算しております。 
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貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計

上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破

綻先」という）に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下

「実質破綻先」という）に対する債権については、下記直接減額後の債権額から

担保の回収可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計

上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権

額から担保の回収可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残

額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しておりま

す。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒

実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準にもとづき、関連部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に

もとづいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額

から担保の評価額および保証等による回収が可能と認められる額を控除した残

額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は２１９百万

円であります。 

 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額にもとづき、計上しております。 

退職給付債務ならびに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

 

退職給付見込額の期間帰属方法   給付算定式基準 

数理計算上の差異の処理年数     翌期より７年 

過去勤務費用の処理年数      発生年度全額処理 

 

価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定にもとづき算出した額を計上して

おります。 
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（１） 

 

（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）

に従い、貸付金に対するキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジおよび

金利スワップの特例処理、外貨建債券および外貨建投資信託の一部にかかる為

替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、その他の外貨建取引等については為

替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動またはキ

ャッシュ・フロー変動を比較する比率分析によっております。 

 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、

資産にかかる控除対象外消費税等のうち、法人税法に規定する繰延消費税等に

ついては、前払費用に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものに

ついては、発生年度の費用に計上しております。 

 

責任準備金は、保険業法第１１６条の規定にもとづく準備金であり、保険料積

立金については次の方式により計算しております。 

標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大

蔵省告示第４８号） 

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用

可能期間にもとづく定額法により行っております。 
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（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度末までに公表されているものの、適用されていない主な会計基準等は、「繰

延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第２６号）

であり、その内容は次のとおりであります。 

 

概要 

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第６６号

「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわ

ち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積る枠組み

を基本的に踏襲した上で、次の取扱いについて必要な見直しが行われておりま

す。 

①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱

い 

②（分類２）および（分類３）に係る分類の要件 

③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異

に関する取扱い 

④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理

的な見積可能期間に関する取扱い 

⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）または（分類３）に該

当する場合の取扱い 

 

適用予定日 

平成２８年度の期首より適用予定であります。 

 

当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等を適用することによる影響は評価中であります。 
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１５． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資

産運用は、保険商品ごとの負債特性に応じ、以下の方針で行っております。 

・ 利率変動積立型終身保険・利率変動型積立保険・平成２４年４月２日以降契

約の新一時払個人年金保険については、資産と負債のデュレーションを一致

させ金利変動リスクを回避することを目指す「マッチング型 ALM」による

国内公社債中心の運用を行っております。 

・ 上記以外の個人保険・個人年金保険については、国内公社債・貸付金等の円

金利資産をポートフォリオの中核として保険負債の特性に対応した運用を

行いつつ、国内株式・外国証券・不動産等へ一定程度資産配分することによ

り、収益性の向上に取り組んでおります。 

また、デリバティブ取引については、主に保有している有価証券が持つ価格変動

リスク、為替変動リスク等を回避（ヘッジ）することを目的に活用しております。 

なお、主な金融商品として、有価証券は価格変動リスク、為替変動リスク等の市

場リスクおよび信用リスク、貸付金は信用リスクおよび為替変動リスク、デリバ

ティブ取引は、市場リスクおよび信用リスクに晒されております。 

市場リスクの管理にあたっては、VaR 法による有価証券等のリスク量の定量的

な管理と、市場環境が悪化するシナリオを想定し、当社ポートフォリオへの影響

を分析するストレステストによる管理を併用し、許容されるリスクの範囲内で適

切な資産配分を行っております。信用リスクの管理にあたっては、取引先の信用

度に応じた社内信用格付の付与や、個別取引ごとの事前の厳正な審査、事後のフ

ォロー等を実施する体制を敷くとともに、信用リスクが特定の企業・グループに

集中することを防止するため、信用リスクの程度に応じた与信枠の設定を通じた

管理を行っており、リスク量を許容範囲内にコントロールしております。 
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主な金融資産および金融負債にかかる貸借対照表価額、時価およびこれらの差額

については、次のとおりであります。 

（単位：百万円）

貸借対照表価額 時価 差額

現金および預貯金 32,670 32,670 -

コールローン 181,000 181,000 -

買入金銭債権 41,906 47,107 5,200

売買目的有価証券 - - -

満期保有目的の債券 41,906 47,107 5,200

責任準備金対応債券 - - -

その他有価証券 - - -

有価証券 4,014,885 4,507,543 492,658

売買目的有価証券 27,615 27,615 -

満期保有目的の債券 368,981 422,762 53,780

責任準備金対応債券 2,236,439 2,675,317 438,878

その他有価証券 1,381,849 1,381,849 -

貸付金 620,988 640,660 19,671

保険約款貸付 68,813 68,813 -

一般貸付 552,175 571,846 19,671

4,891,451 5,408,982 517,531

借入金 125,000 126,598 1,598

負債計 125,000 126,598 1,598

金融派生商品 3,750 3,750 -

ヘッジ会計が適用されていないもの 1,102 1,102 -

ヘッジ会計が適用されているもの 2,647 2,647 -

資産計

*デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

　となる項目については、( ）で示しております。
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１６． 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有価証券（預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会 

計基準第１０号）にもとづく有価証券として取扱うものを含む） 

・市場価格のある有価証券 

①その他有価証券の時価は、３月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指

数連動型上場投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除

く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は３月中の市場価格等の平均）

によっております。 

②上記以外の有価証券の時価は、３月末日の市場価格等によっております。 

・市場価格のない有価証券 

非上場株式等（子会社・関連会社を含む）については時価を把握することが

極めて困難と認められるものであるため、有価証券に含めておりません。当

該非上場株式等の当期末における貸借対照表価額は、１２３，６７３百万円

であります。 

 

貸付金および借入金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期

限を設けておらず、返済見込み、期間および金利条件等から、時価は帳簿価額と

近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

一般貸付・借入金については、主に、元利金の合計額を、信用リスクに見合った

利率で割り引いた価格を時価としております。なお、破綻懸念先、実質破綻先、

破綻先に対する貸付金については、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除

した額を時価としております。 

 

金融派生商品 

①株式オプション取引の時価については、取引先金融機関から提示された価 

格等によっております。 

②為替予約取引の時価については、３月末日のＴＴＭ等にもとづき当社で算 

出した理論価格によっております。 

 

当社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル等を有しており、

当期末における当該賃貸等不動産の貸借対照表価額は、２８０，１３４百万円、

時価は、２５５，７０９百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、主

として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書にもとづく金額(指標等を用

いて調整を行ったものを含む。)によっております。 
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１７． 

 

 

１８． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９． 

 

２０． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、 

４８，６７４百万円であります。 

 

貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権および貸付条件緩和

債権の額は、１，４２１百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとお

りであります。 

 

貸付金のうち、破綻先債権額は０百万円、延滞債権額は１，１８０百万円であり

ます。上記取立不能見込額の直接減額は、破綻先債権額２３百万円、延滞債権額

１９６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第 

９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に

規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者

の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以

外の貸付金であります。 

 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は１８９百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を

起算日として３カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権および延滞債権に該

当しない貸付金であります。 

 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は５１百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に

有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延

滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

有形固定資産の減価償却累計額は２７５，４５１百万円であります。 

 

特別勘定の資産の額は２８，９１０百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。 
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２１． 

 

 

２２． 

 

２３． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

 

（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子会社等に対する金銭債権の総額は２６３百万円、金銭債務の総額は１，７３７

百万円であります。 

 

取締役および監査役に対する金銭債務総額は２０百万円であります。 

 

繰延税金資産の総額は６９，１８９百万円、繰延税金負債の総額は 

１８，９７８百万円であります。 

繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、２７，４６６百万円であ

ります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、 

繰越欠損金            １１，６６６百万円、 

退職給付引当金          １０，９２６百万円、 

価格変動準備金           ９，６３３百万円、 

有価証券評価損           ９，３２３百万円、 

減損損失              ８，６５３百万円、 

および危険準備金          ８，１４１百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、 

その他有価証券の評価差額     １８，２１８百万円であります。 

 

当年度における法定実効税率は２８．７％であり、法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳は、基金利息△８．０％、

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正４．５％、評価性引当額の増減 

１．３％であります。 

 

 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２８年法律第１５号）および「地方

税法等の一部を改正する等の法律」（平成２８年法律第１３号）の成立に伴い、

繰延税金資産および繰延税金負債の計算に適用される法定実効税率２８.７％

は、回収または支払が見込まれる期間が平成２８年４月１日から平成３０年３月

３１日までのものについては２８.１％、平成３０年４月１日以降のものについ

ては２７．９％に、それぞれ変更になりました。この変更により、当期末におけ

る繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は５７６百万円、

再評価に係る繰延税金負債の金額は５３２百万円それぞれ減少となります。ま

た、法人税等調整額は１，０９２百万円の増加となります。 
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２４． 

 

 

 

 

 

 

 

２５． 

 

２６． 

 

２７． 

 

 

２８． 

 

 

２９． 

 

 

３０． 

 

 

 

３１． 

 

 

 

 

３２． 

 

 

３３． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高                    ４８，４３４百万円 

前期剰余金からの繰入額       １，９４０百万円 

当期社員配当金支払額              ５，７０１百万円 

利息による増加等                       １０２百万円 

その他による減少額                      ５６百万円 

当期末現在高                    ４４，７２０百万円 

 

子会社等の株式は５，０９３百万円であります。 

 

担保に供されている資産の額は、有価証券１０，６８３百万円であります。 

 

保険業法施行規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責

任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は８４百万円であります。 

 

保険業法施行規則第３０条第２項に規定する金額は６３，２３５百万円でありま

す。 

 

基金１２０，０００百万円の償却に伴い、同額の基金償却準備金を保険業法第

５６条の規定による基金償却積立金へ振り替えております。 

 

保険業法第６０条の規定により基金を８０，０００百万円新たに募集いたしま

した。あわせて、劣後特約付借入金を４０，０００百万円新たに調達いたしま

した。 

 

売却または担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸

借で借り入れている有価証券であり、当年度末に当該処分を行わずに所有してい

るものの時価は４，２３５百万円であり、担保に差し入れているものはありませ

ん。 

 

貸付金に係るコミットメントライン契約の融資未実行残高は、３,５００百万円

であります。 

 

借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特

約付借入金であります。 
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３４． 

 

 

 

３５． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険業法第２５９条の規定にもとづく生命保険契約者保護機構に対する当年度

末における当社の今後の負担見積額は、１１，５４６百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 

 

退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

 

採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度でありま

す。）および退職一時金制度（非積立型制度でありますが、退職給付信託を設定

した結果、積立型制度となっております。）を設けております。 

 

確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務        ５１，０７５百万円 

勤務費用                ２，１５２百万円 

利息費用                  ５１０百万円 

数理計算上の差異の当期発生額      １，００５百万円 

退職給付の支払額           △５，５３５百万円 

期末における退職給付債務        ４９，２０９百万円 

 

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産            ６，４４５百万円 

期待運用収益                 ７１百万円 

数理計算上の差異の当期発生額        ３６０百万円 

事業主からの拠出額             １３１百万円 

退職給付の支払額             △１９１百万円 

期末における年金資産           ６，８１６百万円 

 

③退職給付債務および年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の

調整表 

積立型制度の退職給付債務        ４９，２０９百万円 

年金資産                △６，８１６百万円 

         ４２，３９２百万円 

未認識数理計算上の差異         △３，２９６百万円 

退職給付引当金             ３９，０９６百万円 
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④退職給付に関連する損益 

勤務費用                  ２，１５２百万円 

利息費用                   ５１０百万円 

期待運用収益                 △７１百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額    １，６３０百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用      ４，２２２百万円 

 

⑤年金資産の主な内訳 

  年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。 

 

株式          ４４％ 

   債券          ８％ 

   その他        ４８％ 

   合計        １００％ 

 

⑥長期期待運用収益率の設定方法 

   年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年

金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在および将来期

待される長期の収益率を考慮しております。 

 

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。 

  

   割引率         １．０％ 

   長期期待運用収益率   １．１％ 

（うち、確定給付企業年金 １．９％） 

 

 

 


